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＜主な関係法令等＞

・介護保険法 (平成9年法律第123号)

・介護保険法施行令 (平成10年政令第412号)

・介護保険法施行規則 (平成11年厚生省令第36号)

・介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等を定

める条例 (平成24年岡山県条例第62号)

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

(平成11年厚生省令第37号)

・介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定め

る条例 (平成24年岡山県条例第65号)

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

(平成18年厚生労働省令第35号)

・健康保険法等の一部を改正する法律附則第130条の2第1項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保険法に基づく指定

介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準を定める条例

(平成24年岡山県条例第66号)

・健康保険法等の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)附則第130条の2第1項の

規定によりなおその効力を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介

護保険法に基づく指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準

(平成11年厚生省令第41号)

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

(平成12年厚生省告示第19号)

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

(平成18年厚生労働省告示第127号)

・指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

(平成12年厚生省告示第21号)
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・介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び指定介護予防サービ

ス等の基準等について (平成25年長寿第1868号)

・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

(平成11年老企第25号)

・健康保険法等の一部を改正する法律附則第130条の2第1項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保険法に基づき条例

で規定された指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準について

(平成25年長寿第1871号)

・健康保険法等の一部を改正する法律附則第130条の2第1項の規定によりなおその効

力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基

準について (平成12年老企第45号)

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(短期入所サービス及び特定

施設入居者生活介護に係る部分)及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について (平成12年老企第40号)

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留

意事項について

(平成18年老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号)

・医療法施行規則 (昭和23年厚生省令第50号)

・厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等(平成27年厚生労働省告示第94号)

・厚生労働大臣が定める基準 (平成27年厚生労働省告示第95号)

・厚生労働大臣が定める施設基準 (平成27年厚生労働省告示第96号)

・厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介

護費等の算定方法 (平成12年厚生省告示第27号)

・厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介

護費等の算定方法の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域

(平成12年厚生省告示第28号)

・厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

(平成12年厚生省告示第29号)

・厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る指導管理等並びに単位数

(平成12年厚生省告示第30号)
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・厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る施設基準等

(平成12年厚生省告示第31号)

・厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る特別な薬剤

(平成12年厚生省告示第32号)

・特定診療費の算定に関する留意事項について (平成12年老企第58号)

・介護保険法第51条の3第2項第1号及び第61条の3第2項第1号に規定する特定介護保険施

設等及び特定介護予防サービス事業者における食事の提供に要する平均的な費用の額

を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額 (平成17年厚生労働省告示第411号)

・介護保険法第51条の3第2項第2号に規定する特定介護保険施設等における居住等に要

する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める

費用の額並びに同法第61条の3第2項第2号に規定する特定介護予防サービス事業者に

おける滞在に要する平均的な費用の額及び事業所の状況その他の事情を勘案して厚生

労働大臣が定める費用の額 (平成17年厚生労働省告示第412号)

・介護保険法第51条の3第2項第1号及び第61条の3第2項第1号に規定する食費の負担限度

額 (平成17年厚生労働省告示第413号)

・介護保険法第51条の3第2項第2号に規定する居住費の負担限度額及び同法第61条の3第

2項第2号に規定する滞在費の負担限度額 (平成17年厚生労働省告示第414号)

・居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針

(平成17年厚生労働省告示第419号)

・通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

(平成12年老企第54号)

・介護保険施設等におけるおむつ代に係る利用料の徴収について

(平成12年老振第25号・老健第94号)

・介護保険施設等における日常生活費等の受領について

(平成12年老振第75号・老健第122号)

・厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等

(平成12年厚生省告示第123号)

・厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順

(平成18年厚生労働省告示第268号)

・医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について

(平成17年老振発第0728001号)

・認知症介護実践者等養成事業の実施について (平成18年老発0331010号)

・認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について

(平成18年老計発0331007号)
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・厚生労働大臣が定める療養 (平成18年厚生労働省告示第142号)

・要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合

(平成20年厚生労働省告示第128号)

・診療報酬の算定方法 (平成20年厚生労働省告示第59号)

・基本診療料の施設基準等 (平成20年厚生労働省告示第62号）

・医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に

関連する事項等について (平成18年4月28日老老発0428001号・保医発第0428001号)
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介護保険法に係る基準条例改正の概要（令和３年４月１日施行）

条例名 改正の概要

健康保険法等の一部を改正する法 ① 施設は、入所者の人権擁護、虐待防止等に必要な体制整
律附則第百三十条の二第一項の規 備、従業者に対する研修実施等の措置を講じなければなら
定によりなおその効力を有するも ないこととする。なお、本改正に伴い、前項の従業者研修
のとされた同法第二十六条の規定 に入所者の人権擁護・虐待防止に関する事項を含めること
による改正前の介護保険法に基づ を求める既存の規定　（旧第28条第4項ほか）を別の規定
く指定介護療養型医療施設の人員 に改める。（第2条第4項及び第42条第3項関係）
、設備及び運営の基準を定める条
例の一部を改正する条例の一部を ② 施設サービスの提供に当たって、介護給付等に要する費
改正する条例 用の額に関する地域別、年齢別又は要介護認定及び要支援

認定別の状況等の事項に関する情報などの介護保険等関連
情報等を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければな
らないことととする。（第2条第5項及び第42条第4項関係
）

③ 療養病床又は老人性認知症疾患療養病棟を有する病院で
ある施設に置くべき従業者のうち、従前は療養病床等を有
する病院に必要とされる数以上とされていた栄養士につい
て、療養病床等が100以上の施設にあっては１以上の栄養
士又は管理栄養士に改める。（第3条第1項及び第3項関係
）

④ ユニット型を除く施設にユニット型施設を併設する場合
、従前は介護職員が専らそれぞれの施設の職務に従事する
とされていたことについて、入院患者の処遇に支障がない
場合に限り、その専従を求めないこととする。（第3条第7
項関係）

⑤ 身体拘束等適正化対策検討員会は、テレビ電話装置等を
活用して行うことができることとする。（第16条第6項及
び第47条第8項関係）

⑥ サービス担当者会議について、参加する入院患者等の同
意を得てテレビ電話装置等を活用して行うことができるこ
ととする。（第17条第6項関係）

⑦ 施設は、入院患者の栄養状態の維持・改善を図り、各入
院患者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければな
らないこととする。（第19条の2関係）

⑧ 施設は、入院患者の口腔の健康の保持を図り、口腔衛生
の管理体制を整備し、各入院患者の状態に応じた口腔衛生
の管理を計画的に行わなければならないこととする。（第
19条の3関係）

⑨ 運営規程に定めなければならない事項に虐待防止措置に
関する事項を加える。（第27条及び第51条関係）

⑩ 施設は、看護師等の有資格者を除く全ての従業者に対し
認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じ
なければならないこととする。（第28条第3項及び第52条
第4項関係）

⑪ 施設は、職場でのハラスメントを防止するための方針の
明確化等の必要な措置を講じなければならないこととする
。（第28条第4項及び第52条第5項関係）

⑫ 施設は、感染症・非常災害発生時にサービス提供の継続
実施と早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し
、その計画に従い必要な措置を講じ、従業者への周知、必
要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならないこと
等とする。（第28条の2関係）

⑬ 施設は、前項の非常災害時の避難又は救出などの訓練の
実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努
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めなければならないこととする。（第30条第3項関係）

⑭ 感染症・食中毒の予防・まん延防止対策検討員会につい
て、テレビ電話装置等を活用して行うことができることと
し、感染症の防止の訓練を定期的に実施しなければならな
いこととする。（第31条第2項関係）

⑮ 運営規程の概要・勤務体制その他の重要事項について、
施設に書面を備え付け、関係者に自由に閲覧させることで
、掲示に代えることができることとする。（第33条第2項
関係）

⑯ 事故発生防止委員会について、テレビ電話装置等を活用
して行うことができることとし、事故発生・再発防止の措
置を実施する担当者を置かなければなければならないこと
とする。（第38条第1項関係）

⑰ 施設は、虐待の発生・再発の防止のため、対策検討委員
会を定期的に開催し、その結果の周知徹底を図り、指針を
整備し、研修を定期的に実施するとともに、それらの措置
を実施する担当者を置かなければなければならないことと
する。（第38条の2関係）

⑱ １ユニットの入院患者の定員の上限について、従前のお
おむね10人以下から、原則おおむね10人以下で15人を超え
ないものに改めるとともに、ユニットに属さない病室を改
修したものについては、廃止する。（第43条第2項、第44
条第2項及び第45条第2項関係）

⑲ 施設等は、この条例に書面で作成・保存等を行うことが
規定又は想定されている書類、文書、謄本等について、書
面に代えて電磁的記録により行うことができることとする
とともに、この条例に書面で行うことが規定又は想定され
ている交付、説明、同意、承諾、締結等について、当該交
付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて電子的方法等に
よることができることとする。なお、本改正に鑑み、サー
ビス提供の開始についての相手方の同意はできる限り書面
で得るものとする規定（旧第7条第1項後段）を削る。（第
55条関係）

⑳ 規定の整備
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条例名 改正の概要

介護保険法に基づく指定居宅サー ① 指定居宅サービス事業者は、利用者の人権擁護、虐待防
ビス等の事業の人員、設備及び運 止等に必要な体制整備、従業者に対する研修実施等の措置
営の基準等を定める条例の一部を を講じなければならないこととする。なお、本改正に伴い
改正する条例 、前項の従業者研修に利用者の人権擁護・虐待防止に関す

る事項を含めることを求める既存の規定（旧第32条第4項
ほか）を別の規定に改める。（第3条第3項関係）

② 指定居宅サービス事業者は、そのサービスの提供に当た
って、介護給付等に要する費用の額に関する地域別、年齢
別又は要介護認定及び要支援認定別の状況等の事項に関す
る情報などの介護保険等関連情報等を活用し、適切かつ有
効に行うよう努めなければならないことととする。（第3
条第4項関係）

③ 運営規程に定めなければならない事項に虐待防止措置に
関する事項を加える。（第30条、第57条、第77条、第87条
、第96条、第107条、第143条、第164条、第178条、第201
条、第213条、第 232条、第245条及び第257条関係）

④ 指定居宅サービス事業者は、職場でのハラスメントを防
止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ
ならないこととする。（第32条第4項、第57条の2第4項、
第108条第4項、第179条第5項、第214条第5項及び第233条
第5項関係）

⑤ 指定居宅サービス事業者は、感染症・非常災害発生時に
サービス提供の継続実施と早期の業務再開を図るための業
務継続計画を策定し、その計画に従い必要な措置を講じ、
従業者への周知、必要な研修及び訓練を定期的に実施しな
ければならないこと等とする。（第32条の2関係）

⑥ 指定居宅サービス事業者は、感染症の発生・まん延防止
のため、対策検討委員会を概ね6月に１回以上開催し、そ
の結果の周知徹底を図り、指針を整備し、研修・訓練を定
期的に実施しなければならないこととする。（第33条第3
項、第111条第2項、第144条第2項及び第260条第6項関係）

⑦ 指定居宅サービス事業者は、運営規程の概要・勤務体制
その他の重要事項について、事業所に書面を備え付け、関
係者に自由に閲覧させることで、掲示に代えることができ
ることとする。（第34条第2項及び第261条第2項関係）

⑧ 指定訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ
テーション、居宅療養管理指導、通所介護及び通所リハビ
リテーション事業者は、事業所と同一建物の利用者へサー
ビスを提供する場合、当該建物に居住する利用者以外の者
に対してもサービス提供を行うよう努めなければならない
こととする。（第39条第2項及び第111条の2第3項関係）

⑨ 指定居宅サービス事業者は、虐待の発生・再発の防止の
ため、対策検討委員会を定期的に開催し、その結果の周知
徹底を図り、指針を整備し、研修を定期的に実施するとと
もに、それらの措置を実施する担当者を置かなければなけ
ればならないこととする。（第40条の2関係）

⑩ 指定訪問入浴介護、通所介護、通所リハビリテーション
、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居
者生活介護事業者は、看護師等の有資格者を除く全ての従
業者に対し認知症介護基礎研修を受講させるために必要な
措置を講じなければならないこととする。（第57条の2第3
項、第108条第3項、第179条第4項、第214条第4項及び第23
3条第4項関係）

⑪ 指定訪問リハビリテーション事業者が開催するリハビリ
テーション会議については、参加する利用者等の同意を得
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てテレビ電話装置等を活用して行うことができることとす
る。（第85条関係）

⑫ 薬剤師による指定居宅療養管理指導については、サービ
ス提供上必要な場合又は居宅介護支援事業者・居宅サービ
ス提供事業者からの求めがあった場合、原則としてサービ
ス担当者会議に参加して必要な情報提供や助言を行わなけ
ればならないこととする。（第95条第2項関係）

⑬ 指定通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活
介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護事業
者は、前項の非常災害時の避難又は救出などの訓練の実施
に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めな
ければならないこととする。（第110条第3項関係）

⑭ 指定通所介護事業者は、その運営に当たっては、地域住
民やその自発的な活動との連携・協力を行う等、地域との
交流に努めなければならないこととする。（第111条の2第
1項関係）

⑮ 指定短期入所生活介護の生活相談員・介護職員・看護職
員について、従前はそれぞれ１人は常勤でなければならな
いこととしていたものを、生活相談員のうち１人以上、介
護職員又は看護職員のうち１人以上は常勤でなければなら
ないこととする。（第148条第5項関係）

⑯ 利用定員20人未満の併設事業所において、看護職員を配
置しなかった場合であっても、利用者の状態像に応じて必
要がある場合には、病院等との密接な連携により看護職員
を確保するものとする。（第148条第6項関係）

⑰ 指定短期入所生活介護の１ユニットの利用定員の上限に
ついて、従前のおおむね10人以下から、原則おおむね10人
以下で15人を超えないものに改めるとともに、ユニットに
属さない居室を改修したものについては、廃止する。（第
171条第6項関係）

⑱ 指定特定施設入居者生活介護における身体拘束等適正化
対策検討員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことが
できることとする。（第226条第6項関係）

⑲ 指定居宅サービス事業者等は、この条例に書面で作成・
保存等を行うことが規定又は想定されている書類、文書、
謄本等について、書面に代えて電磁的記録により行うこと
ができることとするとともに、この条例に書面で行うこと
が規定又は想定されている交付、説明、同意、承諾、締結
等について、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代
えて電子的方法等によることができることとする。なお、
本改正に鑑み、サービス提供の開始についての相手方の同
意はできる限り書面で得るものとする規定（旧第9条第1項
後段及び第152条第1項後段）を削る。（第277条関係）

⑳ 規定の整備
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条例名 改正の概要

介護保険法に基づく指定介護予防 ① 指定介護予防サービス事業者は、利用者の人権擁護、虐
サービス等の事業の人員、設備及 待防止等に必要な体制整備、従業者に対する研修実施等の
び運営並びに指定介護予防サービ 措置を講じなければならないこととする。なお、本改正に
ス等に係る介護予防のための効果 伴い、前項の従業者研修に利用者の人権擁護・虐待防止に
的な支援の方法の基準等を定める 関する事項を含めることを求める既存の規定（旧第55条の
条例の一部を改正する条例 2第4項ほか）を別の規定に改める。（第3条第3項関係）

② 指定介護予防サービス事業者は、そのサービスの提供に
当たって、介護給付等に要する費用の額に関する地域別、
年齢別又は要介護認定及び要支援認定別の状況等の事項に
関する情報などの介護保険等関連情報等を活用し、適切か
つ有効に行うよう努めなければならないことととする。（
第3条第4項関係）

③ 運営規程に定めなければならない事項に虐待防止措置に
関する事項を加える。（第55条、第73条、第83条、第92条
、第121条、第139条、第157条、第179条、第194条、第213
条、第232条及び第243条関係）

④ 指定介護予防訪問入浴介護、介護予防通所リハビリテー
ション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療
養介護及び介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、看
護師等の有資格者を除く全ての従業者に対し認知症介護基
礎研修を受講させるために必要な措置を講じなければなら
ないこととする。（第55条の2第3項、第121条の2第3項、
第158条第4項、第195条第4項及び第214条第4項関係）

⑤ 指定介護予防サービス事業者は、職場でのハラスメント
を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけ
ればならないこととする。（第55条の2第4項、第73条の2
第4項、第121条の2第4項、第158条第5項、第195条第5項及
び第214条第5項関係）

⑥ 指定介護予防サービス事業者は、感染症・非常災害発生
時にサービス提供の継続実施と早期の業務再開を図るため
の業務継続計画を策定し、その計画に従い必要な措置を講
じ、従業者への周知、必要な研修及び訓練を定期的に実施
しなければならないこと等とする。（第55条の2の2関係）

⑦ 指定介護予防サービス事業者は、感染症の発生・まん延
防止のため、対策検討委員会を概ね6月に１回以上開催し
、その結果の周知徹底を図り、指針を整備し、研修・訓練
を定期的に実施しなければならないこととする。（第55条
の3第3項、第122条第2項、第140条の2第2項及び第246条第
6項関係）

⑧ 指定介護予防サービス事業者は、運営規程の概要・勤務
体制その他の重要事項について、事業所に書面を備え付け
、関係者に自由に閲覧させることで、掲示に代えることが
できることとする。（第55条の4第2項及び第247条第2項関
係）

⑨ 指定介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予
防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、
及び介護予防通所リハビリテーション事業者は、事業所と
同一建物の利用者へサービスを提供する場合、当該建物以
外に居住する利用者の者に対してもサービス提供を行うよ
う努めなければならないこととする。（第55条の9第2項関
係）

⑩ 指定介護予防サービス事業者は、虐待の発生・再発の防
止のため、対策検討委員会を定期的に開催し、その結果の
周知徹底を図り、指針を整備し、研修を定期的に実施する
とともに、それらの措置を実施する担当者を置かなければ
なければならないこととする。（第55条の10の2関係）
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⑪ 指定介護予防訪問リハビリテーションにおけるリハビリ
テーション会議については、参加する利用者等の同意を得
てテレビ電話装置等を活用して行うことができることとす
る。（第87条第1項関係）

⑫ 薬剤師による指定介護予防居宅療養管理指導については
、サービス提供上必要な場合又は介護予防支援事業者・介
護予防サービス提供事業者からの求めがあった場合、原則
としてサービス担当者会議に参加して必要な情報提供や助
言を行わなければならないこととする。（第96条第2項関
係）

⑬ 指定介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入
所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定
施設入居者生活介護事業者は、前項の非常災害時の避難又
は救出などの訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得
られるよう連携に努めなければならないこととする。（第
121条の4第3項関係）

⑭ 指定介護予防短期入所生活介護の生活相談員・介護職員
・看護職員について、従前はそれぞれ１人は常勤でなけれ
ばならないこととしていたものを、生活相談員のうち１人
以上、介護職員又は看護職員のうち１人以上は常勤でなけ
ればならないこととする。（第130条第5項関係）

⑮ 指定介護予防短期入所生活介護の利用定員20人未満の併
設事業所において、看護職員を配置しなかった場合であっ
ても、利用者の状態像に応じて必要がある場合には、病院
等との密接な連携により看護職員を確保するものとする。
（第130条第6項関係）

⑯ 指定介護予防短期入所生活介護の１ユニットの利用定員
の上限について、従前のおおむね10人以下から、原則おお
むね10人以下で15人を超えないものに改めるとともに、ユ
ニットに属さない居室を改修したものについては、廃止す
る。（第154条第6項関係）

⑰ 指定介護予防特定施設入居者生活介護における身体拘束
等適正化対策検討員会は、テレビ電話装置等を活用して行
うことができることとする。（第212条第3項関係）

⑱ 指定介護予防サービス事業者等は、この条例に書面で作
成・保存等を行うことが規定又は想定されている書類、文
書、謄本等について、書面に代えて電磁的記録により行う
ことができることとするとともに、この条例に書面で行う
ことが規定又は想定されている交付、説明、同意、承諾、
締結等について、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面
に代えて電子的方法等によることができることとする。な
お、本改正に鑑み、サービス提供の開始についての相手方
の同意はできる限り書面で得るものとする規定（旧第51条
の2第1項後段及び第134条第1項後段）を削る。（第267条
関係）

⑲ 規定の整備
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- 1 -

令和3年4月の報酬改定に伴う「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」の
留意事項（介護療養型医療施設、（介護予防）短期入所療養介護）

○本県が所管する介護保険施設・事業所について、令和３年４月１日から算定を開始する加算等
に係る「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」等の提出期限を、特例的に令和３年４
月１５日（木）とする取扱いとします。

○令和3年4月の報酬改定に伴い、新たな加算の創設や加算区分の変更が行われています。ついては、

全ての施設において令和3年4月から算定する介護報酬の体制を届け出てください。

提出書類 書類提出前の自主確認事項

介護給付費算定に係る体 ○フリガナ、郵便番号、電話・FAX番号・Email等に記入漏れがない
制等に関する届出書 よう注意すること。
（別添届出書） ○「異動等の区分」欄の「２変更」に○を記入。

○「異動項目」欄及び特記事項の「変更後」欄に変更内容を具体的
に記入。 ※例えば、「令和3年4月の報酬改定に伴う、新たな加
算の算定や加算区分の変更等」等と記載すること。

○その他注意事項は「届出書」の備考を参照。

介護給付費算定に係る体 ○「適用開始年月日」欄
制等状況一覧表 ・上記届出書の「異動（予定）年月日」欄と同じ日付を記入。
（別紙１－１） ○届出受理後の補正は認められません。（間違って記入した届出が

（別紙１－２） 受理された場合、翌月に変更届出を行うまで修正できません。）

届出に当たり、上記の２点の他、添付書類が必要な項目は次のとおり

○体制等届出内容ごとの添付書類
【医療施設】＝介護療養型医療施設
【短期】＝短期入所療養介護
【予防短期】＝介護予防短期入所療養介護

提出書類 「体制等届出」の添付書類

移行計画の提出状況 ○介護療養型医療施設の移行に係る届出（別紙25）
【医療施設】

※移行計画の提出状況が「なし」の場合は減算される。
※４月から９月まで及び１０月から翌月３月までの半期ごとに届出
が必要。

安全管理体制 ・添付書類は求めない。
【医療施設】

※事故発生の防止及び発生時の対応
①指針の整備、②職員に対する周知徹底、③委員会の開催と定期
的な研修（年２回以上）の実施、④担当者の配置

※安全管理体制が「減算型」の場合は減算される。ただし、④に関
連して、６月間（令和3年9月30日まで）の経過措置あり。
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- 2 -

栄養ケア・マネジメント ○栄養マネジメント体制に関する届出書（別紙11）
の実施の有無 ○従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式１①又は参考
【医療施設】 様式１②）

※栄養士又は管理栄養士

→夜間勤務条件基準欄参照
○当該栄養士又は管理栄養士の資格証の写し

※栄養士又は管理栄養士を必要な員数おいていること
※栄養士のみが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置か
ないことができる施設については、併設施設や外部の管理栄養士
の協力により行うこと。

※栄養マネジメント体制（旧加算）の届出をしていた場合は、添付
書類を省略できる。

※栄養ケア・マネジメントの実施の有無が「なし」の場合は減算さ

れる。ただし、３年間（令和6年3月31日まで）の経過措置あり。

排せつ支援加算 添付書類は求めない。
【医療施設】

※旧加算を算定している場合は「あり」で届け出ること。
→新たな届出がない場合「なし」とみなされるので注意するこ
と。

安全対策体制 添付書類は求めない。
【医療施設】

※安全管理体制に加えて、担当者が安全対策に係る外部の研修を受

講していること。
※安全管理対策部門を設置し、体制を整備していること。
※外部研修は、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発
生時の対応、施設のマネジメント等の内容を含むものであること。

※令和3年10月31日までの間にあっては、研修を受講予定（令和3年4
月以降、受講申込書等を有している場合）であれば、研修を受講
した者とみなすが、令和3年10月31日までに研修を受講していない
場合には、令和3年4月から10月までに算定した加算については、
遡り返還すること。

サービス提供体制強化加 ○サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙12-4）
算
【医療施設】

【短期】【予防短期】 ※【予防短期入所療養介護】のみ

サービス提供体制強化加算Ⅲを算定する場合の「サービスを直接提供す

る職員」に言語聴覚士は含まれない

併設本体施設における介護 添付書類は求めない。

職員等特定処遇改善加算Ⅰ

の届出状況

【短期】【予防短期】

上記以外の加算で区分の変更等がない場合は、添付書類は省略できます。
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